（個人情報保護・秘密情報保持義務）
第16条 　労働者は、会社及び取引先等に関する情報の管理に十分注意を払うとともに、自らの業務に関係のない情報を不当に取得してはならない。
２　労働者は、職場又は職種を異動あるいは退職するに際して、自らが管理していた会社及び取引先等に関するデータ・情報書類等を速やかに返却しなければならない。
３　在職中又は退職後においても会社のノウハウ、技術情報等の営業秘密のほか、取引関係者・従業員等の個人情報（個人番号を含む。）、職務上知り得た秘密、プライバシー及びスキャンダル情報等いかなる情報であっても業務以外の目的で、開示、提供、利用、保管し、又は第三者に漏えいしてはならない。
４　会社情報を第三者に発信しようとするときは、稟議決裁を経て、会社の確認を受けてからでなければ発信してはならない。（SNS対策）
（貸与パソコンの適正利用）
第〇条　労働者は会社貸与のパソコンを業務遂行以外の目的で利用してはならない。
２　会社内外を問わず、業務に使用するパソコンその他電子計算機類において、ファイル交換ソフトその他の情報管理上問題が発生する可能性があるソフトウェア又は業務に関係のないソフトウェアをインストールしないこと。
３　会社の許可なく、私物のパソコン又はUSB等を会社のパソコンに接続しないこと。
４　会社は業務上の必要等に応じて、会社貸与のパソコンで従業員が送受信した電子メール、インターネット閲覧ログ、その他データ等を閲覧することができる。労働者は会社による閲覧を拒むことは出来ない。
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